
年度  原著論 文（件）   その他 論文  

（件）  

研究課埴名  
研究事業 名  研究者代表 者氏名  専門的t学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開l樺  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  園 際   顧 取  

得   
進行肝細胞癌に対す  18  20  がん臨床研  門田 守人  肝癌治療の進展はほとんど早期肝癌に  本研究においては、難治性進行肝細胞  現在、肝外病変を伴う肝細胞癌症例に  現在、進行肝細胞癌に対する薬物療法  現在までに本邦において、治療抵抗性   
る♯学的治療確立に  究  対するもので、進行肝癌に対する精力  癌の中で肝外転移症例のみを対象とし  ついては既存治療が全く効を奏さず、ガ  で、その治療効果を欧米において検証  進行肝癌に対するRCTによる鴎床試験   
関する研究  的な取り組みはない。これは、進行肝  て、5FU系の経口抗ガン割S－1を用いた  イドライン上推奨される標準的治療は  されたものは分子積的治療薬である  まほとんどない。そういった意味におい  

癌には既存治療が奏効せず“終末像■’  【FN併用化学環法の有効性を検証する  皆無である。本臨床研究の結果は、こ  Sorafenibのみである。ただし、本薬剤に  ての、検証可能な一定の症例軌＝よる  
としてとらえられ、治療対象とされないこ  ベく、S－1単利投与群とS－1・lFN併用群  のような治療抵抗性進行肝細胞癌症伊  ついても肝外病変を伴うような進行肝  臨床試験の施行については、特に対象  
とによる。したがって、進行肝癌の兼学  の2群間でRCTによるPhase－【【臨床試験  に対する標準治療開発の一つの単著と  癌に対する治療効果については、明ら  症例が難治性進行肝癌に絞られている  
的治療を展開するためには、新機軸と  かとはいいがたく、さらにはその薬剤費  
しての治療が必須である。本研究は、こ  用はかなり高額になる。本研究で使用  丁6  62  0  0  118  25  0  0  0  

の点に閲し、IFN併用化学療法をその新  される薬剤費用は、分子標的治療薬の  
機軸に据え臨床的意義をRCTにおいて  約1／3である。治療費と医療経済効率と  
確認するとともに、集学的治療の確立を  いう行政的観点から、非常に有効な治  
目的とした基礎的研究をあわせて展開  療法となる可能性がある。   
することで、専門的一字術的観点からの  
成果がある。   

進行性大腸がんに対  18  20  がん臨床研  北野 正副  進行大腸がんに対する治療法として、  進行大腸がんにおける腹腔鏡下手術と  「大腸癌治療ガイドライン医師用」のⅠ王．  政府の医療費削減政策として、在院臼  （1）おおいた市民公開講座一大腸がん   
する低侵襲治療法の  究  腹腔鏡下手怖が、従来の開腹手術と比  開腹手術とのランダム化比較試験  治療法の檀類と治療法の解説の項目  数短縮は重要な目積である。本研究に  こなったらどうする？大分大字医学   
確立に関する研究  較して、根治性や安全性の面での同等  （JCOGO404）を実施し、1050症例の登  で、「腹腔鏡手術」の解説において本研  おいて大腸がんに対する腹腔鏡下手術  部・日本対がん協会共催、2008年10月  

性および低侵襲性を示しうるかを多施  録を終了した。手術療法の第ⅠⅠ拝目試験と  究（phas8汀Ⅰ）の実施について記載され  が、進行がんにおいても低怪漢治療と  開催（大分市いいちこゲランシアター）  
設共同ランダム化比較試験   しては国内外で最大規模の臨床研究と  ている。「大腸癌治療ガイドライン医師  しての役割を発揮し、入院期間の短縮  （2）進行栢腸癌に対する腹腔鏡下手術  
（JCOGO404）第Ill相試験を実施したっ未  して以下の5つの特色を示した。IC取得  用1920Q5」また、ZOO8年作成の日本  や早期社会復帰を促すことが可能かど  一律生労働省班研究によづく本邦の現       研究デザインについては 

ロ  ロ  l  ■  l  4  0  ■  l                                                                                     、Jap抑8SO  率向上のために患者説明ビデオの作  内視鏡外科学会「内視鏡外科治療ガイ  うかを評価し、行政的観点からの千献  況－日本内視鏡外科学会雑誌．2008．  
JournalofClinica10nco】ogY．2005：  13（1）一47－53   

35（8）：475－477に論文掲載されている。  
また本研究情報の公帥をインターネット  
上でClinica汀rials．gov．およびUMINにて  
行っている。   示すことができた。   

自治体におけるがん  18  20  がん鴎床研  今井 博久  本研究は、予防から緩和ケアまで、地  本研究は直接臨床的な調査研究を行う  特になし   2007年1月用巳に、「がん対策の立案・   
対策の現状分析とマ  究  域におけるがん対策（特にがん対策推  実施・評価に関する園聯ワークショップニ  
ネジメントシステムの  進計画）の現状と課埠を明らかにした。  パートナーシップによる包括的アブロー  
構築支援に関する研  地域のがん対策案務看（政策立案者含  チ」を開催した。本シンポジウムの開催  
究  む）に対して、研修会の開催を通じて本  は、週刊医学界新聞（2779号．2008年  

研究の成果をフィード／くックし、専門家  l  8  2  0  6  ■  0  0  0  
による技術的な支援を継続的に行うこ  米国CCCPの交際ワークショップから」と  
とで、実行性のある計画（アクションプラ  して掲載された。   
ン）の立案、実施、評価が可能となり、  
がん治療・予防の均てん化が推進され  
ることが期待される。   

レセプトデータダウン  18  20  がん臨床研  RDDS方式による調査結果を利用した  RDDS方式を利用した最も規模の大きな   
ロード方式を利用した  究   ジャミン光一  式を利用したがん診療施設の医療水準  基礎となる薬剤マスタを作成し、RDDS  地域におけるがん診療施設の分布およ  調査である厚生労働省保険局DPC調   
がん診療施設の医療  の評価について研究し、診療プロセス  方式データを利用した化学療法レジメン  び受環動向についての基礎的資料は、  査の公表データを再兼計、再構成する   
水準の評価に関する  分析の手法を開発するとともに、RDDS  分析の実現に羊献した。RDDS方式によ  地域医療計画の立案に際して重要な役  ことにより、全国1428施設のがん診療   
研究  方式による調査結果を利用した地域内  割を果たしてい〈と期待される。   0  0  2  0  l  l  0  0  0  

でのがん診療施設の分布、受療動向に  その成果は義持として出版され、国内  
ついての基礎的資料の作成を行った。   で多くの注白を共めている。   

の傾向についての基礎的資料を示し  
た。  
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年度  原著論 文（件）   その他 論文  

（件）  

研究課類名  研究事業 名  研究者代表 者氏名  書門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開終  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   願 取  

得   
医療機関がん診療機  18  20  がん臨床研  坪井 栄孝  全国のがん診療施設の機能を専門的・  がん診療機能評価に特化した「がん診  平成18年度に実施したヒアリング調査  三年間の研究の結果、拠点病院の要件  特になし   
能の客観的・第三者  究  客職的に評価する評価項目体系を策定  療機能評価額自体系業∨即．1．0」を作成  の結果、t．病理診断、tI．化学療法、軋  や提出データ内容の参考にしうるがん   
評価標準システムに  した。平成20年度は策定した評価項目  し、日本全国の都遭府県がん診療拠点  放射線治療、Ⅳ．緩和ケア、∨．薬剤部  診療機能評価項目体系を策定した。当   
関する開発研究  体系の妥当性・実用性を評価する目的  病院、地域がん診療連携瀾点病院、国  の各領域におけるがん診療の間堰点  該評価項目体系を利用してがん診療機  

で全国の922施設を対象にアンケート調  立高度専門医療センター、大学病院  が明らかになった9また各領矧こおいて  能を評価することは、今後のがん診療  
査を実施し、さらに5施設7人を対象とし  等、922施設を対象としたアンケート調  がん診療の質を担保するために必要な  連携拠点病院評価に資するものであ  
てヒアリング調査を実施した。アンケート  
折査では350施設から回答を得（回答  

0  0  0  0    0  0  0  0  
率38％）、本評価項目を自己評価用  
ツールとするには用請や評価基準を明  
甜こする必要性があることが示された。  
また、ヒアリング調査では内容の妥当性  
について意見および内容を充実させて  
いくための示唆が得られた。   成目標を示す役割を有する可能性が示  

唆された。   

がん拠点病院の配置  各種統計などから得られる多くの地域  
シミュレーションに関  究   蟻もあり、診療科、医師の再編は、難し  特性について、各情報を地風上に表現  
する研究   いものといえるが、拠点病院の整備検  して整理，検討することはこれまで困難  

討に、地理什報システムを用いた検討  であったが、近年のコンピュータ技術を  
は、有益といえた。なお、がん診療のエ  用いた地理情報システムを用いること  
ビデンスとして、DPCデータでは、不十  により、さまざまなシミュレーションの実  
分であり、レセプト情報に院内がん登録  行が可能になってきている。本研究で  
什報を組み合わせることで情報を補完  は、がん患者の受療行動から医療施設  7  2  0  0    0  0  0  0   
するシステム構築が必要であるといえ  配置の簡易な評価手法を開発・検討す  
た。   ることにより、がん患者の広域医療協力  

体制の計画策定に資することが期待さ  
れる。同時に他の疾患でも、可能であ  
り、医療計画等の基礎資料として、か  
つ、地域医療機能評価としても期待でき  
る。   

がん患者の医療機関  施設別治療件数と生存率との関連を分  
受診に関する動態調  究   報告した。   域のがん患者のうち、がん診療連携軸  析することにより、がんの主治療を担当  
壬   点病院によるカバー率をどの程度まで  する医療機脛を♯中化することで、地域  

向上させる必要があるか、拠点病院で  のがん患者の生存率が向上すると予測  
治療を受けた患者の生存率と地域全体  されること、またこれを実現する為に  
の生存率との差との相関分析から吟味  は、地域におけるがん診療の役割分  2  17  3  0    3  0  0  0   

し、胃、大腸、乳房では40†i程度以上、  担■連携を推進する必要が明らかになっ  
肺、肝では601程度以上、それぞれ力  た。わが国のがん医療均てん化の方向  
バーする必要があると毒舌諭した。  性と、これを達成した場合のがん死亡  

減少効果を‡式斉し得た。   

緩和ケアのガイドライ  18  20  がん臨床研  
ン作成に関するシス  究   ラインシステム構築の研究を行ったこと  法は、エビデンスレベルの★いものが  ケア施行形態lよ種々であるが、そこで  平成18年虔に緩和ケアのグランドデザ  和医療学会主催の講習会の開催、日本   
テム構築に関する研  により、1．緩和ケアの普及が遅れてい  ほとんどないが、現状での指針は発信  緩和ケアを必要としている患者のニー  インを作成するために、日本における  緩和医療学会の行動目標の設定のな   
究  る小児科領域などでのガイドライン作成  する必要がある。それによって全国の  ズは異なり、また提供する施設での緩  緩和ケアに関する知識、教育について  かにも本研究の結果が反映されてお  

にT献できたこと、2．施設や緩和ケア  がん性痙痛患者の救済が可能となる。  和ケアの特色も異なることが多い。また  の研究報告、欧米の緩和ケア関連施設  リ、日本の緩和医療の指針を作った役  
施行形態（チーム、病棟、在宅）の違い  その中でガイドラインの作成によって、  そこで緩和ケアを担当する医療者の書  の調査、比較を行ったことであり、それ  副は大きいと考える。  
に基づく、ニーズの違いを考慮したガイ  オピオイドなどの標準的治療法になりう  門性も、提供する緩和ケアに影響を与  を元に緩和ケア関連の学会の代表をホ  
ドライン作成を視野にいれたこと、3．痛  るもの、鎮痛補助薬などエビデンスレベ  える可能性が高い。今臥それらを考慮  め、日本の緩和ケアの将来あるべき姿  0  0  116    193  8  0  0  

み治療の専門家向け、非専門家むけを  ルが低い方法を明確にし、最低限の痛  して、痛みの書門家でない医療者向  ＝ついての活動日楕を設定したことで  
分けたこと、4．科学的な根拠が足りな  み治療法を普及させるだけでなく、足り  け、専門家として関わる医療者向けの  ある。厚労省が進めている緩和ケア研  
い領域に対して、臨床試験のみならず、  ない所に対して臨床試眉、基礎研究を  ガイドラインを作成するシステムを作っ  修はこの指針に基づいて行われてお  
基礎研究の推進によってエビデンスレ  り、その行動日積は順調に達成されつ  
ベルを高めることに羊献できたことは成  つある。   
果と考えることができる。   

T
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年度  原著諦 文（件）   その他 論文  

（件）  

研究課題名  研究事業 名  研究者代表 者氏名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開終  和 文  英 文  
始了  等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   瞬 取  

得   
相談内容の分析等を  18  20  がん臨床研  雨宮 隆太  相談内容の分析から相談に対する対応  相談支援センターの機能面に於いて  相談支援センターの機能面での相違を  今後、相談支援センターの機能の均て  各種がん診療体制をやさしく説明したパ   
踏まえた相談支援セ  究  として情報捷供の占める割合が高いこ  ま、がん専門病院、大学病院、一般総  補い、全国的に均てん化した相談支援  ん化や貫の向上を図る上で、各都道府  ンフレットの作成は、患者さんやご家族   
ンターのあり方に関す  と、地域医療機関や自院各部手間の連  合病院に於ける人員や体制にかなりの  センターを運営していく上ではガイドライ  県lこ於ける地域がん診療連携拠点病  のがんに対する理解を深める上で有用   
る研究  機業務の重要性、さらに相談者の病期  相違があることが判明した。相談内容  ンの策定がひとつの解決手段となること  院間の連携、さらには都道府県がん診  であった。  

や治凱こ関する理解度を把握し、情緒  の把握を基に相談業務の全国的な均て  が判明した。茨城では地域の拠点病院  療連携拠点病矧こよる全国的な連携が  
的反応にも配慮した情報提供が必要で  24      0  3  0  0  0  0  

あることが判明した。   ベース化が有用であることが示され、市  
板子一夕ベースソフトの活用やっェプ上  
でのデータベース作成が行われ、運用  
が開始されている。   になると思われた。   

がん対策における管  18  2（】  がん臨床研  祖父う工 友孝  ガイドラインを元にして実際の診環を検  エビデンスと合意に基づく診療の賢指  今回はガイドラインの使用方法の1例を  これまで診療の質が可視化されること  日経BP社による、インターネット記事、   
理評価指標群の策定  証するための指標を開発したことで、こ  攫の開発を言式みたことにより、‡賽獲が決  提供しているが、ガイドラインそのもの  はなく、がん医療の均てん化についても  がんナビに活動が紹介された。   
とその計測システム  れから行うべきがん医療の均てん化施  定可能な分野、未決定な分野の区別が  を開発したわけではない。診療の質指  検証のための仕組みは存在Lなかった   
の確立に関する研究  策の効果評価のための基礎的なツール  明確になった。また、隋器横断的に研  積については200余のプロセス指標が  が、その仕組み構築の第1歩として、基  

が提供された。診療の貫を評価する瞭  準となるべき診療行為を定＃することが  
に必要な、ガイドラインから評価指標へ  可能となった。これらを使用して医療機  
の転換と、専門家／くネルによる選択プ  関へのフィード／ミックなどを行うことによ  0      0  0  0  
ロセスを減ることで妥当性の高い評価  リ、均てん化の搾神である全国での等  
指標が明示的に決定された。また、実  しい診療の質の底上げへの道具になる  
際に使用可能なデータ滞の検討が行わ  と考えられる。   
れたことで、現存のデータの診療の貫  
評価における有用性に関する検討が行  
われた。   

遠隔診断の技術を用  18  20  がん臨床研  班研究を通じ、がん診療連携拠点病院  日本病理学会、日本臨床細胞学会にお   
いたがんの病理診断  究   するための方策、事例を▲積し、間増  評価することにはなじまない。ただし、  の病理責任者への情報頒供や譲謳を  いても注目度は高い。また日本テレパソ   
支援のあり方に閲す  点を洗い出すことができた。各医療機関  バーチャルスライドを用いて病理診断業  行ってきたことから、各地域や機関の実  ロジー・バーチャルマイクロスコピー研   
る研究  における運用、記憶媒体や機器自体の  務の外部精度管理や、難解症例のコン  情にあわせたバーチャルスライドの導  究会等の関連学会と歩調を合わせて研  

操作性、回櫓環境などの間頼点が明ら  入や有効利用が促進され、やがてがん  
かになった。   ようになると、間接的にがん診療水準  の病理診断水準の均てん化の核となる  4    0  0  13  0  0  0  0  

の向上が期待できる。  ものと考えられる。厚労省ががん診療  
連携拠点病院に対して行うバーチャル  
スライド導入補助事業の理解と浸透に  
一定の役割を果たしている。   

通院治療・在宅医療  特になし   特になし   
等、地域に根ざした医  究   関する手引き、「案ずるより任せるが盲  
療システムの展朋lニ  在宅医療」を作成し、がん拠点病院に  
関する研究   5000部を送付、各種シンポジウムで配  5    0  0  14  0  0  0  

布した。   たと報告があった。  

地域に根ざしたがん  18  20  がん臨床研  秋月 伸哉  わが国において、地域レベルでのがん  地域がん緩和医療連携モデルの実践と  本研究においてガイドラインは開発しな  本研究の介入は、医療機関だけでなく  毎年1〔司の市民公開講座を行い、150名   
医環システムの展開  緩和医環の連携モデルは確立していな  平行して、急性期摘和ケア病棟運営、  かった。地域がん緩和医療逓欄モデル  対象地域の行政（特に保健所）と連携し  弱の地域住民が参加した。また多施設   
に関する研究  い。本研究では地域医療従事者、地域  地域緩和ケアチーム、外来がん患者の  の成否については3年Ⅶで判断すること  て行われた。行政が臨床的にがん医療  多職種が集まる症例検討会の様子や、  

住民のニーズに応じたモデルを立案し．  抑うつに対するスクリーニング、患者情  ま難し〈、今後も同様の調査、介入を当  にかかわる方法を提案した。本研究で  院外型相談支援センターの活動につい  
モデルに基づく3年間の介入を行った。  報共有のためのデータベース、院外型  該地域で行う予定である。介入内容が  ま特に、多機種での地域ネットワーク活  て、NHKをはじめとしたTV、新聞に複数  
介入前後に地域の緩和医療の質指積  の相談支援センターなどのプログラム  地域がん緩和医療遵欄モデルの方法と  動の要としての活動、地域社会福祉協  回報過された。また活動内容について  

6  10  n  42  74  0  0  0  B  
証明できないが、このような地域介入  どでの広報活動などを行った。また地域  
が、都市近郊型地域の地域がん緩和医  がん緩和医療の質の指攫は県が持つ  
環連携モデルとして一般化できる可能  データから得られたものが多い。県など  
性が示唆された。   をコーディネートできる人員の技術やコ  ががん対策の効果の指楕として定期的  

ストが共通した問類であった。   に評価、公表するデータの提言となりう  
る。   
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開終  
始7  和 文  美 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 帝   顧 取  

得   
がん対策の実施墓欄  18  20  がん臨床研  武村 末冶  アメリカ、イギリス、オーストラリア専の  都道府県のがん対策の推進に向けた  第2【司がん対策推進協議会の資料とし  特になし   
及び推進体制に閲す  諸外国のがん対策の実施よ盤及び推  て活用された（資料3「海外におけるが  
る国際比較研究  進体制の実態（葛十画・システム、法的墓  んに係る計画等について」の別添2  

盤、緩和ケア、人材育成（専門医、専門  「NHSCancorPlanの概要」：  
スタッフ）、職域・労働衛生、医薬品等の  httpノ／肌W．mhlw．goJp／shingi／2007／04  
開発、高度先進医療、たばこ対策等）を  ／dl／sO417－3c．pが）。   0  0  Z  0      0  0  0  

表す詳細なデータベースが構築され、  
今後より詳細な国際比較研究を実施す  
る上での基礎的知見を得ることができ  
た。   

がん予防に資する未  18  20  がん臨床研  原 めぐみ  国内で受動喫煙の把握に使用されてい  わが国では未成年者や妊産婦の禁煙  喫煙の疫学阻連情報、禁煙治療関連、  地方自治体の母子保健領矧こおけるた  平成20年虔日本小児科学会総会の関   
成年等における包括  究  るEuSA法の測定キットの妥当性がGC一  治療に関してはガイドラインなどが存在  未成年、妊産婦、胎児、周産期をキー  ぱこ対策の実施状況に関する全国調査  連集会として「子どもの防煙合同研究♯   
的たばこ対策に閲す  MSによるたばこ煙暴纂の詳細な検討に  しないため、未成年者、妊産婦への禁  ワードとして、Modli冊およぴCochran8  は行政的資料として価値のある成果が  会」を開催し、本研究班の成果を発表   
る研究  より確認された。受動喫煙の影響がな  煙治療・禁煙支緩に関する主要文献を  Contra】データベースより1995年から  得られ、母子保健領域のたばこ対策は  し、小児科医へ本研究課趨の重要性や  

い場合のコチニンの暫定基準値は唾液  選択し、構造化抄訳♯を作成し、ガイド  2007年の論文3308件、医学中央雑誌  全国で充分にできていない可能性が示  必要な対策などについて啓発普及がで  
で0，5ng／mL以下、乾燥濾紙尿で  ライン作成のための作業をすすめつ  より1g91年から2007年の論文710件を  唆された。また、厚生労働省が実施した  きた8  
5ng／mgCro以下が妥当と考えられた。  つ、諸外国でのニコチンパッチの使用  検索し、合計4018件の医学韻文から  第1匡lから第5匡Ⅰの21世紀出生児縦断  
未成年者や妊産婦のたばこ対策は緊  条件を調査したところ、主な先進国で  124件の論文を選択した。これらに閲し  調査および人口動態抑重出生震の■  23    9  0  26    0  0  0  

急の課超であるが、これまでバイオマー  は、ほとんどが18蔵以上で間暢なくこコ  て構造化抄録および総論的なまとめを  計データ分析も行政的資料として価値  
カーを用いた受動喫煙状況の実態調査  テンパッチ使用が認められており、フラ  作成し、わが国の未成年喫煙者、妊産  があり、10代、20代の両親の喫煙率は  
ま十分になされていなかったが、本研  ンスでは15歳以上からニコチンパッチ  婦喫煙者に対する禁煙治療・禁煙支援  棲めて高く、両親の喫煙行動と児の疾  
究により幼小児、学生、妊産婦の2、3  
割が受動喫煙の被害を受けていると推  たことが確認された。   
定された。   報告されていないことが確託された。   

都道府県等の生活晋  18  20  循環器疾患  吉池 信男  健康増進施策、生活習≠病予防対策  都道府県の公衆衛生担当者、健康増進  都道府県健康・栄養調査の集計方法は  本研究の成果として、「腹囲測定の精度  研究班の成果については、分担研究者   
慣病リスク因子の格  事生活習慣  （特にメタポリッウシンドロームを中心と  及び栄養政策担当者が活用できるデー  都道府県によって様々であるため、匹  の検討J（平成19年虔）、「国民健康・栄  が所属する国立健康・栄養研究所及び   
差及び経年モニタノン  病対策総合  した一次、二次予防プログラム）に関わ  タや情報の整理と発信（都道府県健康・  全体および他県との比較は容易ではな  養調査による全国及び地域ブロック別  国立保健医療科学院が主催する、都道   
グ手法に関する検討  研究  る疫学的評価研究に活用し得る、基礎  栄養調査の実態に関するレビュー、都  く、また、健康増進計画等の評価に用い  の生活習≠病リスク田子のモニタリング  府県や保健所の健康増進・栄養政策担  

データ（腹囲測定の精度管理、HbAIc及  道府県指標データベース、生活活動時  る際の統計処理にも定まったルールが  精度の検討」（平成20年度）は、それぞ  当者を対象とした研修に毎年度活用さ  
び脂質測定の精度管理プログラムな  間調査マニュアル、健康・栄養調査の  なかった。そこで、「健鷹・栄養調査の♯  れ特定健康診主における腹囲測定方  れている。また、栄茸調査の技術的な  
ど）や統合データ（都道府県健膚・栄養  精度向上を目指した企画・運営・評価の  計と統計処理に関するガイドライン」を  法の留意事項（特に着衣時の測定につ  検討事項については、国立健康・栄養  
2  29  25  4  40  10  0  2  6                                                                                                       調査を活用したデータベース）の蓄積や  技術支援等）を行った。そのことにより、  作成し、さらにデータ活用のためのよ書十  いて）及び平成21年国民健康・栄養調  研究所のホームページから随時公開さ  
発信を行うことができた。そのことによ  都道府欄健康増進計画の策定・評価・  用PCソフトウェアを作成した。これらは、  壬の標本設封（厚労省健康局の国民健  れ、活用されている。  
リ、関連領域の研究が推進されることが  改善がより良く実施されることが期待さ  国立保健医療科学院における都道府  應・栄養調査企画検討委員会で検討予  
期待される。   れる。   県担当者を対象とした研修で活用され  

た。   検査の精度管乳こ関わる研究の成果  
は、継続して国民健康・栄養訓査の実  
施・運営において活用されている。   

勤労者の健康づくり  18  20  循環器疾患  石田 裕美  職場給食を利用者の食環境と捉え、ポ  昼食1食であっても、継続的に繰り返し  職場給食における食環境整備の具体  適切な栄養管理の実施水準がtも低い  企業の総務・人事担当者、健康保険組   
のための給食を活用  等生活習11  ビュレーションアプローチの方法として  て食物と情報に同時にアクセスすること  的な方法・実施手順・評価方法について  職場給食において健康増進法の趣旨を  合、給食業務受託事業者、産業医、保   
した♯団及びハイリス  病対策総合  の食環境介入プログラムの有効性を検  で、意識t態度レベル、行動レベルの変  ガイドブックを作成し、保健所、特定給  反映した取り縮みを行ったことで、法的  健師、管理栄養士などを対象にシンポ   
ク者への対策に関す  研究  証するためにトランスセオレテイカルモ  化が認められることを確認できた。同時  食施設、受託給食会社などに普及す  整備の意義の検証にもつながる結果が  ジウムを開催した。また本研究班関係   
る研究  デルを♯団に適用した研究として特徴  に、昼食1食の選択内容を継続的にセ  る。このことにより、健康増進法施行規  得られた。さらに特定健診・特定保健指  者を中心とした座談会が公衆衛生情報  

がある。また汀を活用し、非接触型IC  ルフモニダノングすることは、30歳代、  別に示された特定給食施蘭における栄  導制度の実施に伴い、情報提供、動機  （∨0138．N05．2008）に掲載された。これに  
カード「F8】iCa」を用いた電子マネーサー  40歳代の適正体重から肥満方向へ片  養管理の基準を事業所給食施設に含  付け支援などの一方法として給食を活  より、研究代表者および研究分担善が  
2  0  ロ  0  ロ  0  0  0  ロ                                                                                                        ビスによる個人識別・決済技術を応用し  寄り始めた対象者の体重減少に結びつ  わせて具体的に実施方法を捷示でき  用したポピュレーションアプローチの具  保健所せ理栄養士の給食施腰支援宰  

て利用者の手を煩わすことなく食堂で  く可能性が示唆された。給食を活用した  た。   体的な方法の提示につながった。事♯  業の企画や評価に関する研修会、保健  
の食事の選択内容の履歴や身体計測  プログラムは、無理のない継続的な体  所給食施儲が健康づくりの場として有  所開催の給食施設支堤根連の講習会  
情報を収集・書積し、それに基づくセル  王威少や適正体重の維持につながると  効であることを広く普及し、保健所の甘  の桝師として全国的に活動した。特定  
フモニタノングやアセスメントを実施する  理栄養士の業務のひとつであ手持定給  
ことの有効性を検証した。   貪施設支援の具体的な方法等行政栄  

養士の理解を深めることにつながった。   
介された。   
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研究課樋名  研究事業 名  研究者代表 者氏名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
聞終  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  四 内  国 際   願 取  

得   
エネルギー必要量推  18  ZO  循環器疾患  田中 茂穂  家事活動などの日常生活活動を評価で  従来、エネルギー消費量・必要量を正  2009年3月現在、「食事摂取基準策定  「健康づくりのための運動指針2006」に  本研究で得られた縮果の一部は、新た   
定法に関する基盤的  等生活習慎  きる加速度計を開発し、総エネルギー  確に推定することは困難であったが、加  検討委員会」（第3回委員会は2009年3  おける身体活動量（“エクササイズ”）の  ＝始まった特定保健指導における運   
研究  病対策総合  消費量評価精度が改書したことは、学  速度計を用いて、これまでよりかなり正  月27日開催）により策定が間近となって  評価法についても検討の余地がある  動・身体活動量の評価にも利用できる。  

研究  術的にオリジナリティのある結果であ  確に評価できるようになった。質問紙に  いる「日本人の食事摂取基準（2010年  が、本研究で、その客観的な指積として  
る。身体活動量や総エネルギー消費量  ついても、具体的な方法論を捷示でき  版）」において、基礎代謝量の価や推定  の歩数の有用性および限界について提  
推定のための質問紙法において、歩行  た。今後、様々な対象♯団における妥  法、二里積淡水法を用いたエネルギー  示することができた。今後さらに必要  
のみならず日＃生活活動の評価法に焦  当性評価は必要であるが、自的に応じ  消費量・必要量の対象集団別の値や推  な、質問紙法による方法輪の確立にお  
点を当てる必要があることを示唆する  13    0  †2  6  0    0  
結果でもあり、実際にそのような項目が  
含まれたぎ間紙の妥当性についても、  
先行研究より優れた結果が得られた。  ギー必要量の決定に利用される見込み  
また、身体活動による代謝先進の影響  である。   
に関しては、米国の食事摂取基準の考  
え方と異なる結果であった。   

民間衛生施設を活用  18  20  循環器疾患  大賀 英史  保健センターや大学、保健医療機関な  参加者のうち、長年、脂質異欄や高血  静岡県小山町食育推進計画の策定委  神奈川県横浜市国民健康保険課が実  読売新聞 全国版 特♯「つながる」   
した健康増進のため  等生活習慣  どの施設で、専門家が実施する指導と  糟の症状の服薬をしていた者が、ライフ  員長として、研究成果のうち、ソーシヤ  施する国保加入者への特定保健指導  「健康」を軸にまちづくり 銭濡でメタポ   
の効果的なシステム  病対策総合  異なり、生活者の場面で、専門家が指  スタイルを改善することに興味を持ち、  ルキャピタルとマインドフルネスの考え  こおいて、アウトソーシング業狩を受託  講座 専門家が企画 2007年12月22   
の開発及び評価に関  研究  卑し、継続的な学習者には知識と試験  短期間で服薬が不要となった暑が現れ  方を色濃く反映させた平成21年虔から  する保険指導を行う機関を選定する妻  日FM西東京 2007年8月12日「大人の   
する研究  と実技の試験を実施して設定したアドバ  の食育推進計画を策定した。   員会の委員長として、研究成果を反映  

イザーが仲間を増やしながら広めるシ  させた。   づくリ   0  0    0  3    0  

ステムは、継続的な参加率が高く、主体  
性を高めることが確認できた。   

脳卒中地域医牒l二お  18  20  循環器疾患  峰松 一夫  全国実態調査の解析結果や各モデル  人口密度分布別の脳卒中救急医環体  すでに欧米では、適切なインディケー  この度の医療法改正において、R遠卒中  分担研究者の所属施設を中心とした各   
ナるインディケーター  寄生活習慣  地域（大阪北部地域．秋田医療偲、川  制の現状について検討した結果、人口  クーを用いて脳卒中急性期医療の賢を  が4疾病5事業の一つに指定されたノ脳  モデル地域において、脳卒中地域医療   
の選定と監査システ  病対策総合  崎市広域医療圏、福岡市・周辺地域医  密度が低い地域ほど脳卒中救急医環  評価するシステムが確立されている。わ  卒中医療計画の中では、医療機能の分  連携に関する活動が行われた。その研   
ム開発に関する研究  研究  療圏）での活動成果をもとに、脳卒中救  体制の整備が遅れていることが示唆さ  が国においては、脳卒中医療の質を評  化一連摸の推進を通じて継ぎ目のない  究成果を発表し、各地域特有の間鴨を  

急医療体制や地域医療連携の現状お  れ、脳卒中救急医療体制の抜本的再積  価するシステムは全く存在しなかった  地域医療の提供を実現することにより、  言義論する場として、初年度1回、次年度2  
よび間増点を初めて明らかにすること  築を行ううえで棲めて重要な情報が得  が、本研究班によって初めて、わが国  良質かつ適切な医療を効率的に櫻供す  回、最終年度2回の合計5回、公開シン  
16  Z4  71  5  31  16  0  0  5                                                                                        ができた。さらに、地域別解析を行うこと  られた。また、地域医療連携体制を積  独自の脳卒中急性期インディケーター  る体制を構築し、国民の医療に対する  ポジウムを開催した。また、ホームペー  
こよって、冷遇卒中医療の項状にかなり  築するうえでの重要なポイントや間鴨点  の選定がなされ、各インディケーターの  安心・信頼の確保を図ることを目的とし  ジの作成も行った。  
の地域格差があることを示した。本研究  をまとめ、脳卒中地域医療連携に閲す  選定根拠、エビデンス、および実際の測  ている。本研究班の研究成果は、まさし  

され、またStroke誌、日本脳卒中学会  班の研究成果は、国内外の学会で発表   提供に大きく千載できると考える。   
誌など国内外の雑誌に多数掲鼓され  
た。   

内線肥満の要因と動  18  20  循環器疾患  下方 浩史  内線肥満の頻度や動脈硬化性変化と  内臓肥満予防のためには歩行が最も有  内臓肥満の危険因子を明らかにするこ  読売新聞 平成21年3月1日朝刊、メタ   
脈硬化促進に関する  寄生清音慣  の関わりなどは一般住民ではまだ十分  用であり、特定の遺伝子多型を持つ者  とで、その予防が可能となり、内情肥満  ポ 腹囲だけでは「不十分」   
総合的研究  病対策総合  明らかにはなっていなかった。本研究で  に関わるメタポリック症候群や増尿病、  

研究  は患者やボランティア♯団ではなく一般  動脈硬化などへの予防を通じて国民の  
住民での長期的な追跡で、内陸肥満に  健康を守り、その結果匡民の医療費を  
関する実態に関する基礎的データを網  削減することにより、福祉や厚生行政な  
羅的に得られ、動脈硬化性病変への発  どへの貢献も期待できる。   
展についての貴重なデータが得られ  

3  5  6  0  9  4  0  0  

た。特に内臓肥満に関する膨大なデー  
タから内線肥満発症の危険因子を網羅  
的な解析にて抽出し、さらに縦断的解  
折から危険因子の検証ができた。   
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開終  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   願 取  

得   
慢性心不全基本治療  18  20  循環器疾層  増山 理  我々はラットの心不全モデル（ダール食  登録した320例の平均年齢は72歳であ  日米欧のどの慢性心不全ガイドライン  これまでに本邦では）－CHF、J－DHF、  現在さまざまな学会のセミナーやシンポ   
薬である利尿薬のク  等生活習慣  壇感受性高血圧ラット）において長時間  り、左室駆出率が50％以上と正常範囲  においてもループ利尿薬に関するエビ  MUCHA、ARCH－J、EPOCHなどの慢性  ジウムにおいて」－MELOD【C試験の概   
ラス内予後改書効果  病対策総合  作用型利尿薬アゾセミドには死亡率減  であるいわゆる拡張障害の心不全患者  デンスそのものがないと記敲されてお  心不全薬物治動こ関する多施設共同  要を紹介しているが、いつも多くの質問   
の差異に関する研究  研究  少効果があるが短時Ⅶ作用型利尿薬フ  が54％を占めており、現在の日本の心  リ、ましてやそのクラス内での差異には  研究が行われてきた。しかし公的資金  が寄せられる。ループ利尿薬に関する  

ロセミドにはないことを明らかにした。今  不全の実態を反映した患者群であっ  全く触れられていない。まだ最終的な緒  が導入されて行われた」－CHFや」－DHF  エビデンスがこれまでになかったためと  
回我々はそれが人間lこも応用できるの  た。これまでの日本の心不全鴎床試験  果は得られていないが、すでに28例の  はいずれも登録日標に未達成である。  思われ、専門医の関心の高さがうかが  
ではないかと考えて、慢性心不全患者  では収縮能の低下した患者しかエント  症例が一次エンドポイントに到達してい  そのほかの臨床試験はメーカー主導で  われる。慢性心不全患者は増加の一途  
0  l  4  0  ロ  0  0  0  0                                                                                                       320例をアソセミド群とフロセミド群（各群  リーされておらず、今回の解析におい  る。もし長時間作用型利尿薬と短時Ⅶ  行われた。JTMELODtC試験は、本邦で  をたどっているが、その大半の患者がフ  
160人ずつ）にランダム化して登録し、予  て、日本人の心不全患者の分布、拡張  作用型利尿薬の優劣が明らかになれ  初めて300人を超えた規模の公的資金  ロセミドを内服しているので、その薬を  
後を調査している。残念ながらまだ所期  不全患者の特徴が明らかにされた。心  ぱ、たとえどのような結果であれ、世界  が導入された心不全の臨床試験と位置  切り替える必要があるとなれば、マスコ  
の成果は得られていないが、心不全治  不全患者の約半数を占める拡張不全  中の慢性心不全ガイドラインが暮き換  づけられる。慢性心不全の悪化による  ミなどにも大きく取り上げられることにな  
療におけるループ利尿薬の使用法に関  入院を予防し医療費を抑制する為の貴  
するデータはきわめて乏しく、貴重な知  重なデータが1年半後には得られるもの  
見が得られると期待される。   る。   と確信している。   

慢性心不全における  18  20  循環器疾患  下川 宏明  我々は20歳以上の慢性心不全患者を  メタポリッウシンドロームを合併した慢性  最終結果が得られるのは、5年間の観  本研究により、メタポリッウシンドローム  平成21年1月30日に東北大学にて、厚   
メタポリック症候群の  等生活晋t■  対象とし、メタポリツウシンドロームの含  心不全患者に、積極的な食事療法、運  察以降の予定であるが、本研究で得ら  が心不全憎悪因子であることが示さ  生労働省班研究での成果「わが国の慢   
意♯に関する研究  病対策総合  併の有無と、基礎心疾患t症状の重症  動療法を行い、肥満・高血圧・高脂血  れた患者登録データに基づいて、メタポ  れ、その治療の重要性が明らかになれ  性心不全患者のメタポの頻度は一般人  

研究  農工心機能・身体活動能力・心血管イベ  症・糖尿病の改善を図るとどうなるかを  リックシンドロームが心不全増悪因子で  ぱ、現在、我が国で増加している心不  口の2倍以上！」について記者説明会  
ント予後などとの相関を比較検討する  検討している。このメタポリツウシンド  あることが示されれば、慢性心不全治  全患者に対する効率的治療法が確立さ  開催を行った。  
ものである。この研究1の成果として、  
慢性心不全患者においてメタポリツクシ  
ンドロームを有するのは38％であり、  0  0  0  0  3  0  0  0  0  

軽いメタポリックシンドロームは3％、王  リッウシンドロームの有無で逢いがあれ  
症メタポリッウシンドロームは35％と、  ぱその治療目的がより明確になる。そ  
慢性心不全患者におけるメタポリツクシ  の結果、早期より効果的に慢性心不全  
ンドロームは重症化していることが示唆  を予防することが可能lこなり、臨床応用  
された   できる極めて有用なエビデンスが得ら  

れることが期待される。   

幼児期・思春期にお  18  20  循環器疾患  吉永 正夫  高校生においてはボランティア1．500名  思春期（高校生）の心血菅危険因子価  『思春期（高校生）の生活習慣病予防に  思春期（高校生）の生活習慣病一次予  り公開講座開催；聞いてみませんか？   
ナる生活習慣病の概  等生活習慣  の生活習慣病検診から生活習≠病の  と現在の生活習サというエビデンスに墓  関する提言－ガイドライン策定に向けて  防に関する提言の内容により高棲生に  『幼児期から熟年期までのメタポリツク   
念、自然史、診断墓  病対策総合  病態、概念、自然史が正確に把握で  づいて提言が作られた意義は大きい。  －』を作成した。内容は1）運動習慣を身  具体的介入を行い、思春期における生  シンドローム』（H19．2．10）   
準の確立及び効果的  研究  き、生活習慣病の診斬基準値と一次予  また、24．000名もの幼児の生活習慣ア  につけよう：可能なら運動系部活に参加  活習慣病予防ができることが、証明でき  2）新聞掲敲：産経新聞1回（H19．2．28）、   
介入方法に関するコ  防のための提言を作成できた。幼児・保  ンケートから幼児と保護者の生活習慣  しよう、運動系部活に参加していない場  れば成人期の生活習慣病予防に繋が  読売新聞1回（H19，2．16）、北日本新聞1   
ホート研究  抹香ペアの検診も行い、幼児期の生活  の密接な関係が証明された。エビデン  合は休日に60分以上運動しよう、2）テ  り、国民の健康、厚生労働省行政に大  回（H20．4．15）、南日本新聞6回、リビン  

習慣病の病態解明が進み、基準値（暫  ろに基づいた思春期の生活習慣病－  レビやテレビゲームから離れよう：平日  きくT献できる。幼児期の生活習慣病  グ鹿児島3回（H19．8．25．H20息胤  
定値）を作成した。思さ期において、大  次予防の提言は世界的に初めてのこと  は1日50分以内、休日は1日100分以内  の改善には保護者の生活習慣病への  H20．る．25）  32  28  2  39  9  0    83  

規模集団からのエビデンスに基づいた  であり、また数万人単位のアンケートか  こ、テレビから離れよう、テレビを消そ  介入が必要であるが、幼児と保護者の  3）特別講演・教育講演；吉永正夫12  
診断基準傭の作成と提言は世界で初め  らの幼児の生活習慣の解析も持であ  う、3）よい食習慣を身につけよう；朝食  改善が同時にできる可能性がある。幼  回、伊藤善也6【臥内山聖2匡】、篠宮正  
てのことである。幼児期のデータは少な  る。今後、高校生あるいは幼児期の生  を毎日とろう、食物繊維を積極的に摂取  児期への介入は国民の健康、厚生労働  繍31回、原光彦9回、宮崎あゆみ3回  
いが、これも世界で初めてのことと考え  
られる。至急、論文として発表していく。   

いく。   

多施設共同研究：小  18  ZO  循環器疾患  内潟 安子  今回のコホートは全国規模の若年発症  厚労省科学研究補助を得て、全国の小  血糟コントロール状況と治療と合併症の  1．学校検尿時の尿糠陽性者へのプド  教育医事新聞2007年8月25日号8面。   
児・愚書期（若年）発  寄生活習慣  肥満2型糖尿病患者の治療と合併症状  児科と内科にまたがる年齢層における  今後の推移から、今日の日本人若年発  ウ精兵荷嵩鹸時に、血中インスリン値  女性自身2007年7月31日号 54－55   
症2製糖尿病の合併  病対策総合  況を把握するもので、大人肥満2型精  2型糧尿病の実態を調査できた。これは  症2聖糟尿病におけるt適な治療ガイ  測定の重要性2．学校検尿制度を高校  ページ毎日新間2007年8月17日号12   
症発症率の経年的全  研究  尿病で周知されている合併症発症状況  まじめての重式みである。これを企画した  ドラインが作成できるものと考えられ  生ないし18歳まで延長する重要性3．  面Updat82007．5．24特別号10ページ   
国押査  との差異があるのかどうかも興味あると  のは、この年齢屑に発症した2聖職尿  る。ただし、調査は2年冊終7したところ  検尿時の尿糠陽性者への合併症有無  毎日新W2006年11月5日タブロイド版  

ころであった。結果は、同じくインスリン  病の治療が2つの科のどっちつかずに  なので、今後5年間lま調査する必要が  のチェックの必要性4．検尿時の尿糟喘  18ページ。NHKきょうの健康 2008年11  
抵抗性を基盤にしておりながら、大人と  なっていること、発症初期は無症状のこ  あろう。   0  ロ  7  0  ロ  3  0  0  9                                                                                                 性とともに尿たんばく陽性者の厳重な権  月8日「小児期から発症する1型糖尿  

異なり、インスリン分泌低下を来たしや  とが多く本人の病誰が乏しいこと、糖尿  過観察の必要性5．検尿で発見された  病」のなかでも2聖職尿病を一緒に取り  
すく、細小血管障害が大血管障害発症  児童のその後の観察体制の整備が今  
よりはるかに先行していた。これは新知  後の課甥となる。   
見である。   このコホートは貴重尤ものである。  
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開l終  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   願 取  

得   
筋肉の量的、質的稚  18  20  循環器疾患  田辺 解  筋力や筋量といった筋因子とメタポリッ  本研究は、重度の疾患を有さない比較  本研究は、当初より、その成果を厚生  本研究は、平成20年度より開始された  日本経済新償、茨城新聞、山陽新聞   
持がメタポリツクシンド  等生活習慣  クシンドローム（MS）の関係性を検討し  的健康な若‾中年者を対象として行い、  労働省による健康づ〈りのための運動  特定健診・特定保健指導の現場で活用  中国新聞等の計16紙の記事やいくつか   
ロームの予防に及ぼ  病対策総合  た研究は、国内外においてわずかであ  筋力トレーニンケを含む運動と食事のプ  基準やエクササイズガイドに反映するこ  することを念亘引こおいて、筋因子の基  の丁∨プログラムにおいて 本プロジェク   
す効果に関する研究  研究  る。本研究では、日本人の成人男女に  ログラムがMS改善・予防に兼赦するこ  とを想定して遂行した。結果として、本  準や運動プログラム等を作成した。した  トにおける勤労者に対するメタポリック   
一兵体的な筋力ト  おいて、筋量や筋力がMSに影響を及ぼ  とが示唆された∩このように比較的低リ  研究で示されたMS予防のための筋因  がって、本研究の成果は、健診や保健  シンドローム改善プログラムの成果が   
レーニングプログラム  す可能性を明らかにしたという点で貴重  スクの対象に対して、MS改善・予防効  子の基準値や筋力トレーニングプログ  指導現場を支援するツールとして有効  紹介された。   
の開発－  である。また、筋力トレーニング、有酸  果の得られるプログラムが示されたこと  ラムは、それらのガイドラインに反映さ  となると考えられ、今後、本研究の成果  

素性運動、及び食事摂取制限を組み合  ま、医療黄の1／3を占めるとされる生活  れるに足りるエビデンスが得られたと考  を自治体や企業に普及・啓発していく予  0    0  0  18    0  0  0  

わせたMS改善プログラムが、内臓脂肪  
量、アディポサイトカイン、動脈ステイフ  
ネス、及び精神健康度等に好影響を及  
ぽしたことは、より効果的なMS予防の  
ための運動プログラムを検討する上で  
重要な基礎的資料となった。   

生活習慣病檜次予防  18  20  循環器疾患  高橋 佳子  エクササイズガイド2006で歩数10．000  エクササイズガイド2006で示された歩数  最近10年間で、身体活動量の指標であ  適切な身体活動量を維持することは、  本研究の成果の一部は 2008年11月1   
に必要な身体活動  等生活習慣  歩／日および身体活動量23EX／避を薦  10．000歩／日および身体活動量23EX／  る一日あたりの歩数が10－15％程度滅  生活習慣病の生活習慣病予防や介護  日放送の健康スペシャル2008“睨メ   
量・体力基準値策雇  病対策総合  たす身体活動を実施することで、いくつ  遇の基準を満たす身体活動の実施は、  少していることが国民健康・栄養調査で  予防といった健康づくりの観点から重要  タポ！’’や2009年3月11日放送のNHKた   
を目的とした大規模介  研究  かの健康権欄の改善が可能であること  糖尿病、高血圧症、脳卒中、虚血性心  明らかとなり、我が国の現状に見合った  であるっ平成20年度から始まった特定  めしてガッテンなどで紹介された他 朝   
入研究  が、約600名の被験者を対象とした横断  疾患の発症や死亡のリスクを30％程度  身体活動量の基準に関する賞の高い工  健診・保険指導で活用される、標準的な  日新間、読売新聞などで数多く紹介さ  

研究と、250名の被験者を対象とした無  減少させることが、システマテイツクレ  ビデンスの先横が求められている。本  健診・保健指導プログラム（確定版）な  れた。  
作為割付介入研究により明らかとなっ  ビューの縮果明らかとなっていることか  研究の成果は、平成18年にエクササイ  らぴに教材♯における運動・身体活動  10  0  39  19  0    5  

た。また、この研究の途中経過の分析  ら、エクササイズガイド2006の身体活動  ズガイド2006で策定された身体活動量  指導のあり方に、本研究成果が反映さ  
結果から、25本の原著論文を執事する  基準達成を目指す介入は、生活習慣病  の基準値の妥当性を検証し、今後のエ  れた。また、2011年に計画されているエ  
ことができた。   対策に有効であると考えられる。－  クササイズガイドの改訂に資することが  

可能である。   ンスを蓄積することができた。   

自動体外式除細動器  18  20  循環器疾患  丸川 征四郎  ・AEDを含む心肺蘇生講習時間の短縮  ・市民が使用したA［D内部情報を取り出  ・LDBを用いた病院前救護の手順ガイド  ・AED設置台数、設置場所の把握・登  ・45分授業の学校数育に適したAEDを   
（AED）を用いた心疾  等生活習慣  化と100人規槙でも同時に実施可能な  し臨床治療に活用するシステムと、それ  ラインを提案した。   録・公開システムにつし＼て捷言した。  含む心肺蘇生教材と教育プログラムが   
患の救命率向上のた  病対策総合  講習法の有用性が実証できたので、斬  を全国一カ所で管理するシステムのモ  ・市中に設置された日常点検等の管理  ・医系大学生が受ける講義内容には大  完成した。これについて21年2月11日に   
めの体制の構築に関  研究  しい講習法として提案した。   デルを試験運用した。   マニュアルを提案した。   草間格差の過大な事実が判明した。そ  学校教員を対象に公開シンポジウムを   
する研究  ・過去5年間の我が国のAEDを含む心  り♭筋梗塞患者の搬送における遅滞要  の改善が必要である。   開催した。  

肺蘇生関連文献を可及的に収♯し、利  因を明らかにしたので、改善の方向が  リレ肺蘇生などに参加してaft即・Shockに  ・設置A∈Dの保守点検についての基本  
用しやすいエンドノートとして整理した。  明らかとなった。  l  0  n  3  45  13  0  0  l                                                                                            陥った市民を支援するために、「心のケ  構想はPAMDに提供され、全国20万台  
リレ肺停止、心肺蘇生による脳と心臓の  ア」相談システムを構築した。   すべてに日常点検など管理体制が行政  
生理学的変化の解説映像教材を作成し  指導されることとなった。   
た。   改善に機械式胸骨圧迫装置（LDB）が  

有用として提案した。  

健康寿叩の地域指標  19  20  循環器疾患  橋本 修二  地域保健医療福祉の取り組みの計画・  「平均自立期間の算定方法の指針」と  「平均自立期間の算定方法の指針」と  特になし   
算定の標準化に関す  等生活習慣  評価への適用に向けて、健康寿命につ  「平均自立期間の算定プログラム」を開  「平均自立期間の算定プログラム」を平   
る研究  病対策総合  いて、概念の整理、基礎資料の検討、  発した。都道府県健康増進計画へ平均  

研究  井定方法の検討を行い、これらの検討  自立期間を適用するためのマニュアル  
緒果を総括して、平均自立期間と健康  とプログラムとして、厚生労働省健康局  
寿命の3指標の標準的な算定方法の提  生活習慣病対策室から都道府県等へ  
案を行った。3指標はそれぞれ若年者で  平成ZO年3月21日に事務連絡された。  0    D    0  0    4  
の活動性、高齢者での複数の健康状  なお、「都道府県健康増進計画改定ガ  
態、疾患の影響の大きさを表す。今後、  イドライン」（厚生労働省健康局；平成19  
これらの井定方法を用いて、健康寿命  年10月通知）で、平均自立矧町ま都道  
の年次推移、地域分布と関連要因を検  府県健康増進計画の目標項目の1つと  
討することが重要である。  規定されている。   
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開終  
始了  和 文  英 文 等  和 文■  英 文 等  園 内  国 際   願 取  

得   
メタポリツクシンドロー  特になし   特になし   
ムの保健指導に歯科  尊生活習慣  名（男性27名：35土10歳、女性22名：33  
的な観点を導入する  病対策総合  ±9歳）を分析対象として、身体計測、鴎  
ことの効果に関する  研究   床検査（HbAIc、インシュリン、アディポ  
研究   ネクテン他）の変化を検討した。男性  

群では、1ケ月後に体重・臥帖腹囲の有  
意な減少が認められた。3ケ月後では、  
有意差は認められなかったが低い傾向  0  0  0  0    0  0  0  0   

は続いていた。女性群では、3ケ月後腹  
囲の有意な減少が認められた。臨床検  
壬ではHbAl¢の有意な増加と高分子型  
アディポネクテンの有意な増加が放めら  
れた。   

フツ化物応用による歯  18  20  循環器疾患  眞末 吉借  本研究では、フツ化物局所応用のう蝕と  ライフステージにおけるフツ化物応用の  日本人におけるフツ化物摂取基準（稟）  平成18年虔には「う蝕予防のためのフツ  平成19年10月5日日本口腔衛生学会で  

科疾患予防プロゲラ  等生活習≠  歯周病原生菌に対する影響を実験的に  観点から、年齢層別のフツ化物局所応  をもとにして、平成20年11月18日、厚生  化物配合歯磨剤収用マニュアル」、平  シンポジウムを開催した（参加者300   
ムの構築と社会権済  病対策総合  検討し、いずれの菌ー＝対して生存促成  用法の指針を作成した。その内容は、  労働省「第八次日本人の食事摂取基準  成19年風＝は「う岨予防のためのフツ化  名）。またまとめとして平成Zl年3月8日   
的評価に闇する総合  研究  効果を認めた。また新しい初期う触診断  フツ化物配合歯磨剤、フツ化物居所塗  策定班」のミネラル班のヒアリングを受  物歯面塗布実施マニュアル」を発刊し、  ワークショップを開催した（参加者80   
的研究  法の検討を行ったが、臨床での活用に  布、フツ化物配合予防墳墓材の適切な  けた。その際、参利＝されたのが、r日  都道府県、市町村ならびに歯科医院で  名）。フツ化物応用の研究成果をフツ化  

はさらなる検討を要する。フツ化物総摂  応用法を示した。   本におけるフツ化物摂取と健康」（社会  の応用が可能となるようまとめた。ま  物摂取基準、局所応用法、リスクイメー  
取の健鷹リスクについては、上限櫨を  保険研究所、平成19年3月）である。  た、「フロリデーションの科学」のDVDを  
越える個人への配慮をどのようにする  作成した。   
かを、最新の健康リスク評価で検討し  
た。  

健診受診者のコホー  18  20  糖尿病戦略  漉遺 品  認知行動変容療法をとりいれた自己変  食事と運動による肥満解消のみで多く  栄養教育や運動ガイドラインに反映さ  積極的介入により肥満解消がどの程度  NHKのモーニングホットニュース、日経   

ト化と運動、栄養介入  等研究  羊を中心にした肥満克服プログラムで  のメタぽリツクシンドロームや高血圧、  せている。   達成できるか、またそれによって生活習  のメタボ撲滅委員会、日米医学協力事   
による生活習慣眉予  どの程度肥満解消ができるのか、また  耐糠能異欄、脂質異欄偏が改善できる  慣病のリスク軽減や検査値の改善がど  菓、日・米シンポジム、日本ラテンアメリカ   
肪  リバウンドの程度はどうか、ということを  3  9  4  ■  5  8  0  3  

明らかにできた。   ホーチミン市における肥満対策シンポ  
ジウムにて発表。   

メタポリツクシンドロー  18  20  糖尿病戦略  荒木 栄一  メタポリッウシンドロームを背tとし．糟  心血菅疾患発症のハイリスク者の効率  メタポリックシンドロームを背書とし，糟  メタポリツクシンドロームを背景として発  動脈硬化症の早期発見を目的とした唄   

ムの動脈硬化症早期  等研究  尿病を発症した患者において．積極的  的な同定と．有効な治療指針に基づい  尿病を発症した患者における血糖及び  症した糖尿病．さらに血管合併症の発  科的検査法が確立されれば．大きなイ   
発見と治療を目的とし  な介入が必要な患者を効率的に選択す  た効率的な管理が可能となり，将来的  血圧の管理日掛二関するガイドライン  痘によって引き起こされる社会損失を最  ンパクトを与えることが予想される。   
た網膜病変解廟の有  る方法が開発される可能性があるもの  に本疾患による社会損失を最小限に抑  の開発において】新たな指標を作成で  小限に抑制し．早期発見と予防的治療   
効性に関する前向き  と考える。更に動脈硬化性疾患発症予  （及び早期治療）の導入による医療コス  
調査  防における厳格な血糖及び血圧管理の  ト削減を目指し，医療経済面においても  

0  0  13  0  0  0  0  

意義が明らかとなり．内科的な治療介  大きく文献することが期待される。   
入の新たな指標を作成できる可能性が  
ある。   と考える。   

1型繍尿病およぴイン  18  20  糖尿病峨略  坂根 吐樹  インスリン療法者にとって低血糖は厳  低血糖が不安で高血糖を維持する患  現在、糟尿病治撥音は228万人である  現在、インスリン療法者は70万人を超  低血糟は医療従事者から十分に教育さ   

スリン療法を草す皐之  等研究  格な血糖コントロールを達成する大きな  者、血糖コントロール不良なインスリン  が、管理良好な者（HbAIc6．5，i未満）は  えると言われている。血糖コントロール  れる時間が少ないが、患者にとっては   
型糖尿病の自己管理  障害となる。欧米では多施設による低  療法者に対する、本研究班で開発した  約2割に過ぎず、8割は合併症予備羊で  不良者に対してはインスリンを使用され  大きな不安要素である。今回、患者向   
能力向上に朋する研  血糖（重症低血糖を含む）の調査結果  自己管理能力向上プログラムは現行の  あり、医療費の高騰の一因とされる。特  るケースが多く、医療♯古株の一因と  けの低血糟予防ガイドラインと共に、小   

究  が報告されているが、本邦においては  保険点数内で実施可能である。これは  に、低血繍は厳格な血糧コントロール  なっていた。しかし、インスリン療法者の  冊子や8一ラーニングを開発することが  
今まで単施設による調査は行なわれて  医師が診察を行う前に研究班が開発し  の大きな障害となるだけではなく、運転  自己管理能力を向上させる構造化され  できた。これにより、低血糧を不安に思  

に  0  0  0  12  Z  0  0  0                                                                                       いたが、多施設による大規模な調査は  たツールを用いて管理業凛士または看  時の交通事故の誘因となることも報告さ  た有効なプログラムは今までなかった。  う多くの患者が救済される可能性があ       行なわれていなかった8今回の訊査研  渡師が15分－20分、カーポカウントの  れており、低血鴇予防を心がける事は  今回、数々の開発した自己管理能力向  る。また、欧米で標準的に行なわれて  
究により、インスリン療法者の低血糖頻  基礎や低血糖への対処など患者と療養  必須である。また、すぐに対処する技術  上プログラムが広く応用されることによ  いるカーポカウントやインスリン調節法  
度が明らかとなった。また、日本で初め  指導lこついて面談し、その後lこ医師が  を身につけることも大切である。そこ  り、血糖コントロールの改善、低血糖予  を取り入れた患者参画型の療養指導の  
てカーポカウントとインスリン折節を取り  インスリン調節を㍑明するものである。  で、本研究の緒果をもとに具体的な低  防、さらには合併症を減らすことが期待  実施により、患者の満足度や00し改書  
入れた療養指導が血糖コントロール改  今後、多施苔で応用される事で血糖コ  血糖予防法や低血糖の適切な対処法  できるため、本プログラムを普及させる  が大いに期待できる。  
書に及ぼす効果を証明した。   ントロール改善、さらには合併症予防と  

患者の00L改善が見込まれる。   
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開l終  和  

始了  文  英 文 等  和 文  英 文 等  囲 内  国 際   願 取  

得   
障害者自立支援法下  18  20  障害保健福  口分田 政夫  自立支援法下での陣音程産区分、医療  医療産評価表の硯査では、重症心身陣  重症心身漣層児く者）、肢体不自由児、  自立支援法見直し、あるいは児童福祉  作成した重症心身臨書医療産評価   
での重症心身障害  祉総合研究  度、発達支援度、社会支援要請虔の反  書に特有の医療として、呼吸障害、消  知的障害で利用できる医療（必要度）度  法改正での、医療型（療養介護）、福祉  2007年重症心身障害学会シンポジウム   
児・肢体不自由児等  映が不十分だった。これらの課超解決  化管障害 感染、甘折、筋緊張が挙げ  評価表評価項目を作成した。重症心身  型（生活介護）の対象者判定区分の指  発表 2008年小児神纏学会座長推薦   
の障害程度に関する  のため、医療度評価表評価項目を作成  られた。これらは相互に関連して重度化  障害の適応行動衰を作成した。小児の  積に兼献する。矧こ、医療度評価表を  優秀溝頒 2009年小児神経シンポジウ   
客観的な評価指欄の  した。これは、自立支援法や児童福祉  していた。重症心身障害の適応行動衰  障害程度評価表を作成した。評価に  作成し、医療を要する重症心身l堰害、  ムで発表 また、学会等でも他施設でも   
開発に関する研究  法の新たな改定で想定されている、医  を作成し、それ基づく実態諷査を行つ  基づいた支援として、重症心身障害プ  肢体不自由、行動障害を伴った知的陣  使用され始めている。重症心身障害プ  

l  0  5  0  4  0  0  2  ロ                                                                                            療型また福祉型の対象者の判定や支  た。この中から、重症心身障害の介言霊  ロフニッショナルナースの教育ガイドライ  害等の評価指標を明らかにした。これ  ロフエツショナルナース教育目榊は、日  
援のニーズ把握に有用であると思われ  だけではない、適応行動からの支援の  ンを作成した。行動雑書がある知的障  ま、自立支援法の障害程度区分判定に  本重症児福祉協会で制度発足のため  
た。この評価表のデーターは重症心身  
障害の病態を明らかにする意味をもつ  提供できる。またそれを一部タイムスタ  
ICFの考え方に基づき、小児の障害程  デイで根拠づけた。評価法が確立され  
度評価表を作成した。これも初めての  ていない、小児の睦害程度評価法をIC  
試みである。   さについて、実態調査を行った。   Fの考えに基づき、新たに作成した。   

高次脳機能陣琶者に  18  20  障害保健福  江藤 文夫  本研究では、英米の地域ケアシステム  ワークショップでの個別支援介入事例  平成18年廣に作成」た教材である高次  高次脳機能障害支援拠点機関が、支援  平成18年度に高次脳機能障害支援普   
対する医用卜福祉・就  祉総合研究  を参考にしながら、専門職向けの教材  の討議を通じて、手法の構造的分析に  脳機能障害者支援の手引きを平成20  普及事業開始前の13都道府県から41  及事業に関する什報を掲載するウェブ   
労支援における人材  開発および研修会を試行し、高次随塊  接近し、エビデンス構築の基礎が形成  年産に改訂した。改訂版では障害者  都道府県54ケ所に増加した。   サイトを開設した。内容を下記に示す。   
育成に関する研究  能障害に関する専門知識と技能をもつ  ソーシャルワークにおけるケアマネジメ  1高次脳機能障害診断基準2．高次  

人材を育成した∴専門職研修会を6回開  ントの位置づけ、障害者ケアマネジメン  脳機能障害者支援の手引き3全国遠  
催し、のベ630名が参加した。開発した  ト、障害者自立支援法におけるケアマ  絡協議会のお知らせ4．ホ次脳機能陣  
教材を全国で開催された180研修会で  ネジメントのプロセス、地域生活支援孝  0  6  15  0  3  l  0  ロ  35  
20．988部配布した。受講者が各自治体  業、市町村・都道府県の役軌こついて、  次脳機能障害者支援拠点機関一覧さら  
や関係機関において教材を用いながら  地域生活支援事業における相星炎支援  に、平成18年末にアクセスカウンターを  
自ら高次脳機能障害の研修会を開くと  事業、自立支援法施行後の支援等を網  追加設置した。アクセス数lま32495件で  
いう流れが広がった。こうした人材の†本  羅した。  あった（平成2†年3月現在）。   
系的養成システムは国際的にも未成熟  
であり、例がない。   

障害者自立支援法下  18  20  障害保健偏  ；事野 邦彦  社会医学ないし重症心身障害学的観点  全国の重症児施設における、支援法に  支援法下における重症児支援のあり方  支援法の問題点の一部を明らかにし  特になし   
での重症心身障害児  祉総合研究  からは、従来の「児童福祉法」下から、  基づく新体系への移行状況と障害児支  に関するいくつかの提言を行った。肢体  た。重症児施設や肢体不自由児施設の   
等に対する施設サー  同法と「障害者自立支援法（以下、支援  撰のあり方に関する考え方、移行施設  不自由児・者、重症児・者の障害評価  果たしてきた役割の一端を示した。在宅   
ビスの効果的な在リ  法）」の並立体制下に移行する時期に  支援における重症児施設の新たな役割  
方に関する研究  おける施設運営上の間鴨点を、初めて  （遠隔医療）の可能性を検証した。NICU  

全国的規模において調査し明らかにし  の長期入院の実態を明らかにし、周産  
た。新生児学においては、治療体系、  期医療体制における課億を指摘した。  4  0  4  0  9  0  0  3  0  
病因、予後の領域の社会医学的間鰯点  オランダの最重度知的障害者の支援施  
（新生児治療施設（以下、NICU）におけ  策の問埴点を述べた。以上はいずれ  
る長期滞留の問題）を分析した。遠隔医  も、行政施策への羊献が期待され、－  
療学では、重症心身障害児（以下、重  部はすでに支援法や児童福祉法改正、  
症児）に対する新たな遠隔医療の可能  また関連施策立案、予算編成等に影響  
性を検証した。   まれていることを明らかにした。   を与えたものと考えられる。   

虞犯一触法等の障害  18  20  障害保健福  田島 良昭  発を犯した障害者に関する研究は国内  特になし   特になし   本研究班での研究成果を踏まえ、法滞  本研究についてはメディアが大きな関   
者の地域生活支援に  祉総合研究  で初めてであった。矯正施設（刑務所・  と福祉の両分野で新しい制度がとられ  
関する研究  少年院）に収容されている知的障害者  た。法精サイドでは福祉ニーズに応える  

の実態、福祉施設（知的障害者施設、  ための矯正施設や更生保護施設への  
教護院）や更生保護施設を利用してい  福祉の専門職が配置され、PF冊】務所  
る知的障害者の現状等という本分野に  3  0  0  0  0  0  0  3  3  
おける基礎的研究が確立され、司法と  年度から、「地域生活定着支援センター  
福祉の南関係着からは大きな反習が  （仮称）」の全都道府県への配置と、矯  
あった。  正施設から退所した者を受け入れた福  

祉事業所に報酬上の評価を行う「触法  
障害者地域移行支援事業」がスタート  
する。   
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